
1 

 

自由民主党会派視察報告書 
 

１ 期  日 令和２年２月４日（火）～６日（木）  
 

２ 参加議員 海老原功一 

   中川 弘 

   中村彰男 

   加藤啓子 

 

３ 視察項目  

（１）京都府京都市 

「京都市不良な生活環境を解消するための支援及び措置に関する条例（ゴミ屋敷条例）」

について 

（２）京都府京田辺市 

「産前産後ヘルパー事業」について 

（３）大阪府高槻市 

「たかつき自転車まちづくり向上計画について」について 
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４ 視察研修内容 

（1） 京都府京都市 

「京都市不良な生活環境を解消するための支援及び措置に関する条例（ゴミ屋敷条例）」

について 

 

【説明】京都市保健福祉局保健福祉部保健福祉総務課 

       係長 木本氏 

 

【視察目的】 

住居や敷地内にゴミを溜め込むいわゆるゴミ屋敷問題が社会問題化して久しい。問

題が発生すると行政がその対処をするための明確な法的根拠がなく、その対処が遅々と

して進まないことが周知の事実であるにも関わらず問題が顕在化していない多くの自治

体においてはその取組みは進んでいない。かくいう、当市も平成 23 年に議員発議で流

山市空き家等の適正管理に関する条例、平成 24 年に流山市空き地の雑草等の除去に関

する条例を制定しているものの、ゴミ屋敷については未着手のままである。 

問題が顕在化したのちの明確な法的根拠の整備の重要性は言うに及ばず、ゴミ屋敷

問題は顕在化した時点で、既に深刻な状況に至っている可能性が極めて高くそこに至る

前のからの一連の対策が重要であると考えることから、貴市のおけるゴミ屋敷問題の実

例とその後の条例制定を含む取組みを研究することは、当市における問題発生に備える

ことに資することから視察を行うものである。 

 

【視察報告】 

事前にお伝えした視察目的と質問事項について説明を保健福祉局のご担当者より受け

た。視察に訪れてまず驚かされたのは、本件の主管部門が環境部門ではなく、福祉部門

であることであったがその後の説明でその理由を確認することができた。 

京都市においてもゴミ屋敷問題は古くからあり市民からの相談などを受け個別に対応

してきたが、情報番組で取り上げられるような酷い状態のものは無かったが、ゴミ屋敷

問題を起こすのは人であり、その方に寄り添った支援をしてゆくことを目的として平成

２６年に「京都市不良な生活環境を解消するための支援及び措置に関する条例（ゴミ屋

敷条例）」を制定した。人への支援を目的とすることから、福祉部門が所管することと

なったものである。実際には平成２７年には強制撤去にまで至ったケースも発生してい

る。 

 

先ず、ゴミ屋敷状態を生じさせている方を単なる原因者ではなく市民・行政・関係機

関からの支援が必要な要支援者と定義している点である。福祉部門が主幹部署である

が、対策会議を設置、区役所・支所対策事務局のもと、地域力推進室・健康長寿推進

課・生涯福祉保健課・消防署がコアメンバーとなりこれ以外の関連部署と県警を取りな

がら要支援者への見守り・人間関係の構築や理解を進め保健福祉総務課が受け止め個別

の所管事務所と連携して支援や措置を行っている。 

 

取組みの流れは以下の６ステップからなっている。 

1 相談・通報などによる把握 

市民からの通報などにより保健福祉センターや消防職員の訪問を実施。 

2 調査・状況把握 

２名以上の職員で訪問、建物の内外観の調査、心身の状態、親族関係、福祉給付などの受
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給状況をチェックシートにより確認。 

3 判定 

対策会議において、要支援の判定。結果は保健福祉総務課がその妥当性の検証を行う。 

4 支援 

要支援者と最も関係の深い場所が主担当となり、家庭訪問・声掛け、必要な保険福祉施策 

の利用や解消に向けた説得や清掃。 

5 判定 

支援結果を受け、あらためて対策会議において判定。必要な場合はフォローへ。 

6 継続的な見守りなど 

人の問題のため、放っておくと元に戻ってしまうので継続的なフォロー。 

 

介護判定などとよく似たプロセスで要支援の判定しフォローを行っている。関係部署

に消防署までが含まれており、ゴミ屋敷問題の対応の難しさをが伺える。 

なお、条例の正式名からも判断出来る通り、物の堆積・放置のみならず、ペットの多

頭飼育、雑草の繁茂などまでが本条例の対象となっている。 

把握経路としては市民・近隣住民からの通報相談が約半分、庁内の関係部署が三分の

一、残りが消防、地域包括支援センターや社協、介護事業者からなどとなっている。 

要支援との判定から支援に至る割合は当初は約半分程度であったが昨年度は９割５

分、さらに解消に至った率も当初の４割から８割強となっており成果が上がっている。 

要支援者の年齢構成は４０歳未満はわずかでありそれ以上はほぼ年齢層に関係ないが

単身者が同居者の居るケースの２倍となっている。 

戸建て：集合住宅では３：７程度、自己保有：賃貸では 1：２と言ったところであ

り、その比率は私たちの事前の予想とは大きく違っていた。 

 

人それぞれの考え方や権利の問題などがあり、強制的な対応は出来ず地道な人間関

係、信頼関係の構築を積み上げて解決へと導くことの重要性を強調されていた。また、

強制的な選択肢が仮に可能であっても人間関係・信頼関係が無いままでは元に戻るだけ

とのコメントもいただいた。 

 

なお、予算的なものは清掃時の防護服・手袋・ゴミ袋などのみであり年間１００万円

程度を確保しているとのことであった。 

 

【所感】 

福祉部門の所管として関係する各部署との連携ワークとなっている点は非常に参考に

なった。また、市民からの相談＝ゴミ屋敷ではないことにも留意する必要があると考え

る。 

流山市における同様の取組みの可能性についてであるが、相当にマンパワーの必要な

取り組みであり京都市と同様な取組みを直ちに実施することは困難と思われる。 

 

【文責：中川 弘】 
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視察風景 
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（２）京都府京田辺市 

「産前産後ヘルパー事業」について 

 

【説明】京田辺市健康福祉部  

部長 長田氏、課長 内野氏、係長 鬼頭氏 

 

【視察目的】 

流山市では出生率が上がり、しかも核家族が多い現状の中、育児鬱になる方も多く、

こんにちは赤ちゃん事業や産後ケア事業だけではなかなか対応できていない現状がある。

貴自治体の取組を参考に育児の負担感を軽減すべく学んでまいりたい。 

 

 

【視察報告】 

 流山市では産後体調が悪く赤ちゃんを見られない場合、赤ちゃんとともに指定の病院に

入院して体調を整える産後ケア事業があるが、京田辺市の事業は産前産後体調が悪かった

場合にヘルパーさんが家に来て家事等を代理で行ってもらえるような事業であり、その内

容は流山市のものと比べて充実している。初めての出産で具合が悪くても赤ちゃんを心待

ちにしていた配偶者と一緒に育児をすることはその後の家族の絆にも影響してくることで

あり、赤ちゃんと入院するまでもないがヘルプをして欲しい世帯は多いはずである。そう

いう意味では京田辺市の事業のほうがより妊産婦に寄り添った事業である。 

 以下内容と料金の比較 

京田辺市産前産後ヘルパー事業 
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流山市産後ケア事業 
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【所感】 

   

  流山市では妊娠から出産後まで切れ目のない支援をうたっているが、そのほとんどが 

  民間任せであり、市が直接やっている事業としてはニーズを満たしているとは言いがた 

い。「母になるなら流山市。」を標榜するのであればもっと利用者の側にたった事業 

を打ち出していく必要がある。今後京田辺市の事業を参考にして、さらに利用しやす

い、子育て世代に寄り添った事業に進化させていくよう努めたい。  

 

【文責：加藤 啓子】 
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（３）大阪府高槻市 

「たかつき自転車まちづくり向上計画について」について 

て 

 

【視察目的】 

当市はつくばエクスプレスの建設とそれに伴う広大な沿線整備事業を推進してきてお

り、一部を残しその事業はその最終段階にある。区画整理に伴い新たな道路が多く建設

されまちなみも整ってきている。区画整理に伴い、赤道などを正式な歩行者・自転車専

用道路として整備が行われている反面、都市計画道路など幹線道路における自転車通行

帯の確保や駅前広場における歩行者・自転車の分離は全く進展していない。 

言うまでもなく自転車は交通弱者であるばかりでなく、歩行者に対しては交通強者で

あることから、歩行者・自転車双方にとって安全・安心な環境整備は不可欠である。 

昨年の第４回定例会において可決し、本年４月より始まる次期総合計画において漸く

「自転車ネットワーク計画」を新規に策定することが位置づけられたばかりである。 

既に「たかつき自転車まちづくり向上計画」を策定し先進的な取り組みを実施してい

る貴市の事例を研究することは、当市におけるこれからの本市の安全な自転車交通の実

現に資するものあることから視察を行うものである。 

 

【説明】高槻市都市創造部 

   管理課 課長田中氏、牧瀬氏 

   道路課 冨田氏、池上氏  他 

                  

【視察報告】 

1． 高槻市の自転車にかかわる現状 

高槻市は京都・大阪のほぼ中間に位置し北部は北摂連山に連なる丘陵地、南部は平

野部を形成しており平野部中央に東西方向に JR 線・阪急線が走り５駅があり京都・

大阪へのベットタウンとして発展している。人口は平野部に集中しており市営バスが

運行されているものの駅利用者の多くが駅までの足として自転車を利用している。 

高槻市においても取組みの始まる前は自転車の歩道上走行や右側通行など交通マナ

ー(法令違反？)は決して褒められるものではなく、通勤通学が集中する朝のラッシュ

時には駅周辺ではひどい状況であった。交通事故自体な減少傾向であるが、自転車関

連事故の割合は 33%（全国平均は 19%）昭和 57 年に「高槻市自転車の駐車秩序の確

立に関する条例」を公布し取組みを行って来たが、あくまでも放置自転車対策が中心

であった。 

その後兵庫県において、自転車が加害者となる重大事故が発生したことを受け、改

めて現状と課題を以下のように整理し、たかつき自転車まちづくり向上計画の策定に

至った。 

 

・安全で快適な自転車通行空間が不足 

・自転車の歩道通行が常態化 

・駅周辺の高い駐輪需要への対応 

・自転車利用者のルール・マナーの認識不足による交通事故 

・自転車を楽しく利用するための取組みの不足 

 

現状と課題は流山市と共通する点が多いが、既成市街地の高槻市と比べ大規模な区
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画整理を行ったにも拘らず、安全で快適な自転車通行空間の整備に取組んで来なかっ

た（やれる機会があったのにやってこなかった）当市とは根本的に異なる。 

 

2． 高槻市自転車安全利用条令 

「高槻市自転車安全利用条令」を平成 27 年 3 月に制定、同年 10 月に施行された。

条例のポイントとしては「自転車は車両の仲間であり、車両を運転しているという意

識付け」であり、ヘルメットの着用、保険への加入、左側に設置された歩道の通行を

義務付けている。 

条令は定めるだけでは意味がないことから、「自転車安全利用の日（毎月 15 日）

を設け、安全な利用に関する取り組みを行うこととした。 

3． 自転車利用環境向上に向けた施策 

以下の４つの P を定めて施策を展開している。 

・はしる Passing 自転車通行空間整備 

・とめる Parking 駐輪環境整備 

・まもる Promise ルール順守・マナー向上 

・つかう Promotion 自転車利用の促進 

 

1 はしる 

既存市街地であることから安全快適な自転車通行空間が不足・連続していな

い、どこを走れば良いのか判らないなどから駅前などを中心に以下の 3 パター

ンで整備を進めている。 

・自転車道 

・自転車通行帯 

・車道混在 

これらの整備を行う事で、通行位置が解り易くなり歩行者の安全も増し、自

転車も走り易くなったなど市民からもおおむね評価されている。 

既成市街地においてこれらの整備を行う事は物理的に困難を伴う事が紹介い

ただいた事例でも良く解った。区画整理事業が概ね終了する来年度に自転車交

通ネットワーク計画を策定する流れ市の取組みの遅れは極めて残念である。 

2 とめる 

駐輪場整備に関する取組みについては、流山市とほぼ同様である。 

3 まもる 

高槻市と比較すると流山市ではルール順守・マナー向上に向けた各種取組み

状況には大きな差があった。学ぶ場の設定、教えるコンテンツの充実と人材育

成、民間を含む関係機関との連携などが高度に行われている。 

啓もう活動に向け、職員が書いた漫画風イラストのポスターやノベルティな

どが用意されており、自転車安全教室の開催数が 6 割増加した一方、自転車事

故件数・死傷者の数は 2 割減となるなどその成果が上がっている。 

4 つかう 

自転車は言うまでもなくエコな乗り物でありその利用を促進するために市バ

スの主要バス停付近に自転車駐車場を設けパークアンドライドの環境を整備、

サイクリングマップの作製やシェアサイクルの導入に向けた調査研究が進行中

である。 
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【所感】 

歩行者・自転車の安全安心な通行への取組みは全国的に見ても始まったばかりである

ことは間違いないが残念ながら流山市は他市（つくば沿線の各市と比較しても）に比べ

取り組み状況が大きく立ち遅れている。今回の視察に当たっても都市創造部の各担当に

ご説明を頂き、行政としての大きな取組みとなっていることが良く理解できた。流山市

でも大いに参考となる。 

来年度自転車交通ネットワーク計画の策定に当たっては、執行部も多くの事例を研究

していただき、そのキャッチアップに努めて頂きたい。 

【文責：中川 弘】 

 

 
ポスター、ノベルティ        議場にて 

 

【参考資料】 

 ・高槻自転車向上計画（URL） 
http://www.city.takatsuki.osaka.jp/shisei/profilekeikaku/keikaku/1491885821949.h

tml  


